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令和５年度税務行政運営方針

わが国では、四半世紀に及ぶデフレ構造が閉塞感をもたらし、平均賃金やＧＤＰの伸

びは主要先進国を大きく下回っている状況にある。さらに、足元では、新型コロナウイ

ルス感染症、そして、原材料価格の上昇や円安の影響による物価高等に国民は苦しんで

いる。一方で、わが国の社会には、個人金融資産や企業の内部留保、全国津々浦々の地

域の資源と、これらを振り向けうる人材が豊富に存在している。

国においては、このような資金や資産に光を当て、変化に立ち向かうための新たな動

きを創り出すこととしている。税制においては、家計の資産を貯蓄から投資へ振り向け

るためのＮＩＳＡの抜本的拡充・恒久化など、「マーケット」、「産業」、「人材」への成長

投資を一体的に強化することとされた。加えて、より公平で中立的な税制の実現に向け、

個人所得課税において、極めて高い水準の所得について最低限の負担を求める措置を導

入するとともに、国際課税制度の見直しに係る国際合意に沿ったグローバル・ミニマム

課税を導入することとされたところである。

本県も、人口減少対策、防災・減災、医療提供体制の充実に加え、ＤＸの推進やゼロ

カーボン社会づくりなど、取り組むべき課題がある。さらに、長引くコロナ禍や原油価

格・物価高騰に加え、昨年９月の台風第１４号で甚大な被害が発生し、「百年に一度」と

も言うべき難局に直面している。

このため、本年度当初予算については、財政健全化指針に基づき、引き続き健全な財

政運営を維持し、これらの諸課題に適確に対応するとともに、県民生活や地域経済の着

実な再生と、将来を見据えた新たな成長活力の創出に向けて積極的な展開を図ることを

基本的な考え方として、前年度当初予算比２．２％増の６，５５６億８，３００万円を

計上したところである。

このような中、県税収入予算は、消費や個人所得の堅調な推移により、地方消費税や

個人県民税の増収が見込まれることから、前年度当初比１．８％増の１，０６７億

５，０００万円を計上した。

これは、一般会計歳入予算の１６．３％、自主財源の３８．７％を占め、本県の厳し

い財政状況の中にあって貴重な財源となっており、様々な課題に適確に対応する施策を

積極的に展開するためにも、税財源の充実確保は、ますます重要となっている。

県税収入を確保するためには、個人県民税の収入未済額の圧縮をはじめ、課税客体の

的確な把握など課税・徴収一体となった徴税体制の確立が必要である。

このような状況を踏まえ、令和５年度は次の基本方針の下に、高い順法精神と行動規

範に基づき、県民からの信頼を保持しながら、積極的な税務行政を推進するものとする。
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基 本 方 針

１ 県民に信頼される税務行政の推進

税務行政の円滑な推進には、納税者の理解と協力と信頼を得ることが不可欠であり、

そのためには県民目線に立った行政運営を行うとともに、内部統制制度に基づき適切に

事務を執行する必要がある。

(1) 納税者には、常に誠意を持って接する。

(2) 納税者の意見・要望はもとより苦情や不満についても十分に聴取する。

(3) 納税者の立場をよく理解した上で分かりやすく丁寧な説明に努める。

(4) 納税者の利便性向上のため、税を納付しやすい環境の整備を図る。

(5) 情報管理を徹底し、個人情報の取扱いには細心の注意を払う。

２ 適正・公平な税務行政の推進と適切な県税収入の確保

税務職員は、県税の役割とその重要性を十分認識し、常に適正・公平な賦課徴収の実

現を図りながら県税収入の確保に努めることが重要である。

(1) 関係法令及び専門的知識の習得に努める。

(2) 「県税・総務事務所現金収納等取扱要領」を遵守した出納事務に努めるとともに、

電算事務については、正確で確実な事務処理に努める。

(3) 課税客体を的確に把握し、適正・公平かつ早期の課税に努める。

(4) 滞納原因等の実態を早期に把握し、滞納処分が必要なものについては、厳正かつ適

切に執行するよう努める。

(5) 災害時における徴収猶予等納税緩和制度の適正な運用に努める。

３ 効率的な税務行政の推進

今後ますます専門化・複雑化する税務事務に的確かつ迅速に対応するため、効率的な

税務行政を推進する必要がある。

(1) 税務事務全般にわたる適切な事務執行計画の樹立と進行管理の徹底を図る。

(2) 常に効率を意識し、経費・労力の縮減に努めつつ、適正・公平な事務執行に努める。

(3) 所属の総合力を効率的かつ効果的に発揮するために担当制を活用する等、機動性と

弾力性を意識した組織運営に努める。

(4) 具体的な事務処理・対応方法等の情報共有化を推進し、組織的な事務処理・意思決

定及び各事務所間の協調連携を強化する。

(5) 現行の電算システムの安定的運用に努めるとともに、ＤＸによる業務効率化を強力

に進めるため、新しい税務システムを調達する。

４ 国・市町村との協力体制の強化

県の税務行政を円滑かつ効率的に進めていくためには、国・市町村との相互協調関係

が不可欠である。

(1) 国・市町村と税務事務全般にわたり協力体制を強化する。

(2) 特に、個人県民税の収入確保において、個々の市町村の実情を踏まえた支援策を講

じ、あわせて、市町村間相互の徴収支援体制の構築を推進する。
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２　県税・総務事務所一覧表・同管内図
　                                                      　　   

人 k㎡

〒880-0805 宮崎市

宮崎市橘通東1-9-10 東諸県郡(国富町、綾町) 421,728 869.39

TEL 0985(26)7271

〒887-0031 日南市

日南市戸高1-12-1 串間市 63,608 830.41

TEL 0987(23)3771

〒885-0024 都城市

都城市北原町24-21 北諸県郡(三股町) 183,587 763.38

TEL 0986(23)4516

〒886-0004 小林市

小林市細野367-2 えびの市 66,549 931.27

TEL 0984(23)3194 西諸県郡(高原町)

〒884-0002 西都市

児湯郡高鍋町大字北高鍋3870-1 児湯郡(高鍋町、新富町、西米良村､ 92,569 1,153.78

        TEL 0983(23)0213 　木城町、川南町、都農町)

〒883-0046 日向市

日向市中町2-14 東臼杵郡(門川町、諸塚村、 82,539 1,630.98

TEL 0982(52)4147 　椎葉村、美郷町)

〒882-0872 延岡市

延岡市愛宕町2-15 西臼杵郡（高千穂町、日之影町、 130,570 1,554.95

TEL 0982(35)1811 　五ヶ瀬町）

　（注）人口は、令和５年１０月１日現在宮崎県の推計人口による。

        面積は、令和５年１０月１日国土地理院公表基準による。

 高鍋県税・
総務事務所

 日向県税・
総務事務所

 延岡県税・
総務事務所

所　在　地 管　轄　区　域 人　口 面　積事務所名

 日南県税・
総務事務所

 都城県税・
総務事務所

 宮崎県税・
総務事務所

 小林県税・
総務事務所
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